
平 成 ２ ７ 年 ６ 月 １ ０ 日

九 州 地 方 整 備 局

『九州ブロック発注者協議会（第１９回幹事会）』を開催しました

～更なる公共工事の品質確保に向けて～

九州ブロック発注者協議会（第１９回幹事会）を開催しましたのでお知らせし

ます。

今回は、総合評価落札方式の導入・拡大に向け、各発注機関の取り組み状

況等について情報交換及び、公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確

法）に基づく発注関係事務の適切な実施について情報提供を行いました。

○開催日時：平成２７年５月２８日（木） １３：３０～１４：３０

○開催場所：第五博多偕成ビル １０Ｆ会議室

福岡市博多区博多駅東１丁目１８番２５号

○参考添付資料：（１）会議次第

（２）資料

九州ブロック発注者協議会（平成２０年１０月２７日設立）とは、総合評価方式の導入・拡

大等について発注者間相互の連絡調整を図ることにより、公共工事の品質確保の推進に

寄与することを目的とし、公共工事を発注する５０機関（国１７、県７、政令市３、市８、特殊

法人等６、及び国立大学法人９）が参画しています。

問い合せ先

国土交通省 九州地方整備局

住 所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 福岡第二合同庁舎

電話番号：（０９２）４７１－６３３１（代表）

（０９２）４７６－３５４６（技術管理課直通）

企画部 工事品質調整官 森山 博文 （内線：３１３０）
もりやま ひろふみ

企画部 技術管理課 課長補佐 松尾 佳久 （内線：３３１３）
ま つ お よしひさ



機密性１情報

日 時：平成27年5月28日(木)
13:30～14:30

場 所：第五博多偕成ビル
10F会議室

九州ブロック発注者協議会(第19回幹事会)

会 議 次 第

１．開会挨拶 国土交通省 九州地方整備局 企画部長

２．議 題

１ 「九州ブロック発注者協議会」設置要領の一部改正）
(資料－１) Ｐ １

２）総合評価落札方式の取り組みについて
・各機関における「公共工事の入札方式の概要」及び

「総合評価落札方式の実施状況」 (資料－２) Ｐ ４

３）事例紹介
・九州農政局 （資料－３）Ｐ ６

・大分大学 （資料－４）Ｐ ７

・宮崎県 （資料－５）Ｐ ８

・熊本市 （資料－６）Ｐ ９

・(独)都市再生機構 （資料－７）Ｐ１１

・九州地方整備局 （資料－８）Ｐ１２

質 疑

４）公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）に基づく
発注関係事務の適切な実施について

・発注関係事務の運用に関する指針について (資料－９） Ｐ４０

・発注見通しの統合公表の取り組みについて （資料－１０）Ｐ４６

・歩切りの廃止による予定価格の適正な設定について （資料－１１）Ｐ５１

・適切な工期の設定及び施工時期等の平準化について （資料－１２）Ｐ６０

質 疑

３．閉会挨拶 福岡県 県土整備部 企画課技術調査室長



（案）「九州ブロック発注者協議会」設置要領

（名称）
第１条 本会は、九州ブロック発注者協議会（以下「協議会」という ）と称する。。

（目的）
、 、第２条 協議会は 総合評価方式の導入・拡大等について発注者間相互の連絡調整を図り

。もって九州ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする

（事務）
、 、 。第３条 協議会は 前条の目的を達成するため 次に掲げる事項に関する連絡調整を行う

一 総合評価方式の導入・拡大等
二 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）
第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）
第５条 協議会に会長を置き、国土交通省九州地方整備局長がこれにあたる。
２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。
３ 協議会に副会長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部長及び福岡県県土整備部長

がこれにあたる。
４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）
第６条 協議会の会議は、会長が招集する。
２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。
３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。
４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。

（幹事）
第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。
２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する
３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省九州地方整備局企画部長がこれにあたる。
４ 幹事会に副幹事長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部設計課長及び福岡県県土

整備部企画交通課技術調査室長がこれにあたる。

（庶務）
第８条 協議会の庶務は、九州地方整備局(企画部 技術管理課)が関係機関の協力を得て

処理する。

（雑則）
、 、 。第９条 この規約に定めるもののほか 協議会の運営に関し必要な事項は 会長が定める

附 則 この要領は、平成２０年１０月２７日から施行する。
平成２１年 ４月 １日 一部改正
平成２２年 ９月２２日 一部改正
平成２４年１０月２４日 一部改正
平成２５年 ７月３１日 一部改正
平成２６年 ３月１１日 一部改正
平成２６年 ６月２５日 一部改正
平成２７年 ５月２８日 一部改正
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別紙１
第４条関係（協議会委員）

会 長 国土交通省 九州地方整備局長
副 会 長 農林水産省 九州農政局 整備部長
副 会 長 福岡県 県土整備部長

委 員 警察庁 九州管区警察局 総務監察部長
財務省 九州財務局 総務部長
財務省 福岡財務支局 財務主幹
財務省 門司税関 総務部長
財務省 長崎税関 総務部長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 次長
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 次長

総務企画部長農林水産省 林野庁 九州森林管理局
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 企画部長（幹事長）
国土交通省 九州運輸局 総務部長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部長
環境省 九州地方環境事務所 統括自然保護企画官
防衛省 九州防衛局 調達部長
福岡高等裁判所 事務局長

佐賀県 県土づくり本部長
長崎県 土木部長
熊本県 土木部長
熊本県 農林水産部 農村振興局長
大分県 土木建築部長
宮崎県 県土整備部長
鹿児島県 土木部長
北九州市 技術監理室長
福岡市 財政局理事
熊本市 総務局 契約検査監
久留米市 副市長
佐賀市 副市長
長崎市 副市長
八代市 副市長
大分市 副市長
宮崎市 副市長
薩摩川内市 副市長
鹿児島市 副市長

建設・改築事業部長西日本高速道路株式会社 九州支社
独立行政法人 国立文化財機構 九州国立博物館 副館長
独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設本部 九州新幹線建設局長
独立行政法人 都市再生機構 九州支社 住宅経営部長
独立行政法人 水資源機構 筑後川局長
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 総務部長

国立大学法人 九州大学 施設部長
国立大学法人 福岡教育大学 理事・副学長
国立大学法人 九州工業大学 副学長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部長
国立大学法人 長崎大学 施設部長
国立大学法人 熊本大学 施設担当部長
国立大学法人 大分大学 財務部長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部長
国立大学法人 鹿屋体育大学 事務局長
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別紙２
第７条関係（幹事会委員）

幹 事 長 国土交通省 九州地方整備局 企画部長
副幹事長 農林水産省 九州農政局 整備部 設計課長
副幹事長 福岡県 県土整備部 企画課 技術調査室長

幹 事 警察庁 九州管区警察局 総務監察部 会計課長
財務省 九州財務局 総務部 会計課長
財務省 福岡財務支局 会計課長
財務省 門司税関 総務部 会計課長
財務省 長崎税関 総務部 会計課長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 営繕監理官
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 営繕監理官
農林水産省 林野庁 九州森林管理局 経理課長総務企画部
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部 会計課長
国土交通省 九州地方整備局 総務部 契約課長
国土交通省 九州地方整備局 企画部 技術管理課長
国土交通省 九州地方整備局 営繕部 技術・評価課長
国土交通省 九州地方整備局 港湾空港部 港湾事業企画課長
国土交通省 九州運輸局 総務部 会計課長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部 経理課長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部 経理課長

自然環境整備課長環境省 九州地方環境事務所
防衛省 九州防衛局 調達部 調達計画課長
福岡高等裁判所 事務局 会計課長

福岡県 農林水産部 農山漁村振興課長
佐賀県 県土づくり本部 入札・検査センター長
佐賀県 県土づくり本部 建設・技術課長
長崎県 土木部 建設企画課 企画監
長崎県 農林部 農村整備課長
熊本県 土木部 土木技術管理課長
熊本県 農林水産部 技術管理課長
大分県 土木建築部 公共工事入札管理室長
大分県 農林水産部 工事技術管理室長
宮崎県 県土整備部 技術企画課長
宮崎県 農政水産部 農村計画課長
鹿児島県 土木部 監理課長
鹿児島県 農政部 総括工事監査監
鹿児島県 環境林務部 総括工事監査監
北九州市 技術監理室 技術企画課長
福岡市 財政局 技術監理部 技術企画課長
熊本市 総務局 契約検査総室副室長
熊本市 都市建設局 技術管理課長
久留米市 総務部 契約監理担当部長

総務部長佐賀市
長崎市 理財部長

財務部長八代市
大分市 総務部長
宮崎市 総務部長
薩摩川内市 総務部長

企画財政局 財政部長鹿児島市

西日本高速道路株式会社九州支社 技術課長建設・改築事業部
独立行政法人 国立文化財機構 九州国立博物館 総務課長
独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設本部 九州新幹線建設局 技術管理課長
独立行政法人 都市再生機構 九州支社

住宅経営部 工務・検査チームリーダー
独立行政法人 水資源機構 筑後川局 施設管理課長
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 総務部契約課長

国立大学法人 九州大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 福岡教育大学 環境マネジメント課長
国立大学法人 九州工業大学 施設課長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部 企画管理課長
国立大学法人 長崎大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 熊本大学 施設部 施設企画ユニット長
国立大学法人 大分大学 財務部 施設企画課長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部 企画管理課長
国立大学法人 鹿屋体育大学 施設課長
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九州ブロック発注者協議会における「公共工事の入札方式の概要」及び「総合評価落札方式の実施状況」一覧

公共工事の入札方式の概要

平成２６年度
の実施
（取組み）
結果

平成２６年度
達成度

平成２７年度
の実施
（取組み）
目標

平成２６年度
の実施
（取組み）
結果

平成２６年度
達成度

平成２７年度
の実施
（取組み）
目標

全工事
件数

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

全工事
件数

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

全工事
件数
（予定）

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

現行（平成27年4月1日現在）
の適用基準

今後の拡大予定

警察庁　九州管区警察局
一般競争入札　250万円以上 2件 0件 3件 0件 0件 0件 　　－ 試行を検討中 × － － － ○ － － －

財務省　九州財務局
一般競争入札　250万円超 14件 0件 7件 0件 14件 0件 　　－ 宿舎新築工事を検討 ○ ◎ B ◎ × － － －

財務省　福岡財務支局
一般競争入札　250万円超 18件 0件 28件 0件 22件 0件 　　－ 宿舎新築工事を検討 ○ ◎ B ◎ × － － －

財務省　門司税関
一般競争入札　250万円以上 4件 0件 3件 0件 3件 0件

原則　250万円を超える全ての工事とするが、工事内容で総合評
価か価格競争かを判断する

工事の内容をみて試行する × － － － × － － －

財務省　長崎税関
一般競争入札　250万円以上 3件 0件 1件 0件 1件 0件

原則　250万円を超える全ての工事とするが、工事内容で総合評
価か価格競争かを判断する

工事の内容をみて試行する × － － － × － － －

財務省　国税庁　福岡国税局
一般競争入札　250万円を超えるもの 8件 0件 5件 0件 7件 0件 　　－ 未定 ○ ◎ B ◎ × － － －

財務省　国税庁　熊本国税局
一般競争入札　250万円超 9件 0件 14件 0件 9件 未定 　　－ 試行を検討中 ○ ◎ B ◎ × － － －

農林水産省　九州農政局
一般競争入札　250万円以上 247件 246件 163件 162件 146件 146件 原則　250万円を超える全ての工事 原則　250万円を超える全ての工事 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

農林水産省
林野庁　九州森林管理局 原則として、全て一般競争入札 309件 278件 272件 217件 290件 245件

１千万円以上
（１千万円以上は施工体制確認型）

１千万円以上
（１千万円以上は施工体制確認型）

○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

経済産業省　九州経済産業局
一般競争入札　250万円超 0件 0件 0件 0件 0件 0件 　　－ 当面公共工事の発注予定がない × － － － × － － －

国土交通省　九州地方整備局
原則として，全て一般競争入札 1,813件 1,774件 1,280件 1,267件 805件 804件

原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確認型）

原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確認型）

○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国土交通省　九州運輸局
一般競争入札　　250万円を超えるもの 1件 0件 2件 0件 3件 0件 原則として全ての工事 原則として全ての工事 × － － － × － － －

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部 一般競争入札　　250万円を超えるもの 44件 0件 37件 0件 36件 未定 　　－ 試行を検討中 ○ ◎ B ◎ × － － －

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部 一般競争入札　　250万円を超えるもの 24件 0件 17件 0件 14件 未定 　　－ 試行を検討中 ○ ◎ B ◎ × － － －

環境省　九州地方環境事務所
一般競争入札　250万円を超えるもの 9件 3件 16件 5件 12件 5件 6千万円以上 6千万円以上 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

防衛省　九州防衛局
原則として，全て一般競争入札 127件 80件 95件 62件 件数未定 件数未定

原則として総合評価方式により発注する(特に小規模な工事等
で、その内容に照らして総合評価方式を適用する必要がない場
合は適用しないことが出できる)

原則として全ての工事（同左） ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

福岡高等裁判所 一般競争入札
原則として，１件につき予定価格が250万円を超える全ての工事

33件 33件 20件 9件 6件 6件
原則として，全ての入札案件とするが，工事内容で総合評価か
価格競争（最低価格）かを判断する

原則として全ての入札案件 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

福岡県　県土整備部
3414件 148件 2,934件 122件 件数未定 件数未定 ５千万円以上 未定

福岡県　農林水産部
570件 75件 376件 73件 件数未定 件数未定 ５千万円以上 未定

福岡県　建築都市部
524件 111件 530件 113件 件数未定 件数未定 ５千万円以上 未定

佐賀県　県土づくり本部
一般競争入札　全工事対象
　○20.2億円未満は条件付き
　○250万円以下は随意契約可

1,595件 129件 1,853件 227件 1,800件 250件
7千万円以上(建築1.5億円以上)
(土木一式は3千万円以上から試行)
(舗装・法面・地すべり2.5千万円以上)

予定なし ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

長崎県　土木部
1,692件 74件 1,408件 67件 1,408件 67件 今年度の状況をみて検討 ◎

長崎県　農林部
235件 1件 258件 2件 250件 1件 土木部と同様 ◎

熊本県　土木部
2,206件 246件 2,490件 386件 件数未定 件数未定 原則３千万円以上

熊本県　農林水産部
840件 119件 約710件

197件
程度

件数未定 件数未定 原則３千万円以上

大分県　土木建築部
1,784件 179件 1,661件 178件 約1,700件 件数未定 ５千万円以上

大分県　農林水産部
540件 72件 388件 42件 約500件 件数未定 ５千万円以上

宮崎県　県土整備部
1,392件 493件 1,398件 458件 1,400件 450件 ２５０万円以上から抽出 現在のところ予定なし

宮崎県　農政水産部
287件 98件 220件 75件 件数未定 半数程度 ２５０万円以上から抽出 現在のところ予定なし ◎ ◎

宮崎県　環境森林部
165件 83件 116件 57件

110件
程度

50件
程度

２５０万円以上から抽出 現在のところ予定なし

鹿児島県　土木部
2749件 181件 2439件 156件

昨年度と
同程度

昨年度と
同程度

５千万円以上 今年度の状況をみて検討

鹿児島県　農政部
1,091件 2件 598件 2件 624件 0件 ５千万円以上 今年度の状況をみて検討 ◎ ◎

鹿児島県　環境林務部
197件 21件 155件 12件 件数未定

前年度と
同程度

５千万円以上 今年度の状況をみて検討

◎◎

　・取り組み結果、取り組み目標
　　◎：実施、○：一部実施、
　　△：検討実施、－：未実施
　・達成度
　　Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標通り実
施、
　　Ｃ：目標未達成、－：評価対象外

公共工事の品質確保に向けた

○

◎

工事成績評定の適用状況

◎

◎

◎○

○

B

B ◎

平成27年
4月1日
現在の
工事成績
評定の
適用状況

◎

○

◎ B

発注機関

総合評価落札方式の実施状況 工事監督・検査要領の適用状況

平成27年4月1日現在の
「入札方式」の概要 　・取り組み結果、取り組み目標

　　◎：実施、○：一部実施、
　　△：検討実施、－：未実施
　・達成度
　　Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標通り実施、
　　Ｃ：目標未達成、－：評価対象外

一般競争入札　5,000万円以上 ○ B ◎

平成２５年度 実績 総合評価方式適用基準（工事）
平成27年
4月1日
現在の
工事監督・
検査要領の
適用状況

○要領有り
×要領無し

公共工事の品質確保に向けた

平成２７年度　目標

原則として、一般競争入札　3,000万円以上 試行の状況を踏まえ検討 ○ ◎ B

一般競争入札
○土木一式工事、とび・土工、コンクリート工事（3,500万円以上）
　　　（1,000万円以上で一部試行）
○舗装工事（3,000万円以上）
○その他（5,000万円以上）

原則１億円以上 ○

◎◎ B

B

◎

○

◎

◎一般競争入札　4,000万円以上 試行の検証を踏まえ検討

一般競争入札　5,000万円以上 ○ B ◎

一般競争入札　250万円以上 ○ B

◎○ B

○

平成２６年度 実績

◎ B

B

※随意契約を除く、全ての工事発注件数
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九州ブロック発注者協議会における「公共工事の入札方式の概要」及び「総合評価落札方式の実施状況」一覧
公共工事の入札方式の概要

平成２６年度
の実施
（取組み）
結果

平成２６年度
達成度

平成２７年度
の実施
（取組み）
目標

平成２６年度
の実施
（取組み）
結果

平成２６年度
達成度

平成２７年度
の実施
（取組み）
目標

全工事
件数

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

全工事
件数

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

全工事
件数
（予定）

左記件数
の内、
総合評価
適用工事
件数

現行（平成27年4月1日現在）
の適用基準

今後の拡大予定

　・取り組み結果、取り組み目標
　　◎：実施、○：一部実施、
　　△：検討実施、－：未実施
　・達成度
　　Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標通り実
施、
　　Ｃ：目標未達成、－：評価対象外

公共工事の品質確保に向けた

工事成績評定の適用状況

平成27年
4月1日
現在の
工事成績
評定の
適用状況

発注機関

総合評価落札方式の実施状況 工事監督・検査要領の適用状況

平成27年4月1日現在の
「入札方式」の概要 　・取り組み結果、取り組み目標

　　◎：実施、○：一部実施、
　　△：検討実施、－：未実施
　・達成度
　　Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標通り実施、
　　Ｃ：目標未達成、－：評価対象外

平成２５年度 実績 総合評価方式適用基準（工事）
平成27年
4月1日
現在の
工事監督・
検査要領の
適用状況

○要領有り
×要領無し

公共工事の品質確保に向けた

平成２７年度　目標平成２６年度 実績

※随意契約を除く、全ての工事発注件数

北九州市

○一般競争入札
　土木、水道施設　2,500万円以上
　建築　                4,500万円以上
　電気、管　          1,200万円以上
　造園　                2,000万円以上
　その他　                   1億円以上

1,439件 64件 1,469件 83件 件数未定 70件

(工種：土木、港湾、とび･土工･ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼、舗装、しゅんせつ、
造園、水道施設、建築、電気、管、機械器具、電気通信、大工、
左官、石、屋根、タイル・れんが・ブロック、鉄筋、板金、ガラス、
塗装、防水、内装仕上、熱絶縁、さく井、建具、消防施設、清掃
施設)
①５千万円以上の工事で、優れた技術力を求める工事
②１億円以上の工事（原則適用）

現在のところ予定なし ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

福岡市

○一般競争入札
　一般土木・建築：2,000万円以上、
　ほ装：2,500万円以上、
　その他：1,500万円以上
　（20.2億円未満の工事は全て制限付）

1,825件 99件 1,802件 134件 1,562件 約130件 予定価格１億円以上の工事 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

熊本市
一般競争入札　1,000万円以上 1,071件 202件 983件 223件 1,000件 200件

土木A：7,000万円以上、土木B：3,000万円以上、土木C：1,500万
円以上、建築A：１億6,000万円以上、建築B：4,000万円以上、電
気A：3,000万円以上、管A：3,000万円以上、舗装A：3,000万円以
上、舗装B：1,500万円以上、造園A：4,000万円以上、水道A：
5,000万円以上、水道B：2,000万円以上、その他：4,000万円以上

未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

福岡県　久留米市
条件付一般競争入札　1,000万円以上 809件 108件 844件 88件 530件 80件 原則5千万円以上の工事 現行どおり ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

佐賀県　佐賀市 ○指名競争入札　1,000万円未満
○条件付一般競争入札　1,000万円以上

497件 0件 410件 2件 450件 2件 １千万円以上から抽出 今年度の状況をみて検討 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

長崎県　長崎市
原則として、全工事制限付一般競争入札 785件 1件 711件 0件 573件 4件 工事内容により工事担当課と協議のうえ試行 現行どおり

工事検査　○
工事監督　×

工事検査　◎
工事監督　―

B
工事検査◎
工事監督－

○ ◎ B ◎

熊本県　八代市 制限付一般競争入札　2,500万円以上 430件 3件 327件 4件 363件 5件 工事内容及び価格より工事担当課と協議のうえ試行 現行どおり
工事検査　○
工事監督 ×

工事検査　◎
工事監督 ―

Ｂ - ○ ◎ Ｂ －

大分県　大分市
○一般競争入札　2,500万円以上 554件 20件 560件 18件 427件 18件 価格と技術的要素から抽出 現行どおり ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

宮崎県　宮崎市

○一般競争入札　6,000万円以上の建設工事
　　　（条件付き）
○指名競争入札　     130万円超の建設工事
　　　 　50万円超の建設工事に係る業務委託
　　　　　　　　（建設コンサルタント、測量など）

959件 0件 935件 0件 572件 0件 工事内容により工事担当課と協議のうえ試行 未定（当分現行どおり）
工事検査　○
工事監督　×

工事検査　◎
工事監督  ◎

B
工事検査　◎
工事監督  ◎

○ ◎ B ◎

鹿児島県　薩摩川内市 一般競争入札　130万円以上
指名競争入札　災害復旧工事，特殊工事

397件 16件 321件 18件 件数未定 18件

３千万円以上
（工事内容（DID地区内の工事や特殊工法を採用した工事など)
から、総合評価落札方式が適しているものについては、３千万円
未満でも適用）

未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

鹿児島県　鹿児島市
・制限付き一般競争入札
　　5,000万円以上の建設工事のみ
・指名競争入札
　　5,000万円未満の建設工事及びコンサル

1,634件 38件 1,658件 44件

911件
（第1回
発注
見通し
時点）

54件
（第1回
発注
見通し
時点）

５千万円以上 未定（現行どおり）
工事検査　○
工事監督　×

工事検査　◎
工事監督  －

B
工事検査　◎
工事監督　△

○ ◎ B ◎

西日本高速道路(株)　九州支社

【一般競争入札】
○20.2億円(1,500万SDR)以上
【条件付一般競争入札】
○250万円超、20.2億円未満
【指名競争入札】
次のいずれかに該当する工事で、かつ、契約責任者が必要があると認め
る場合に限る
○条件付一般競争入札方式に付する時間的余裕がないとき
○その他指名競争入札に付することが有利と認められるとき
【公募併用型指名競争入札】
入札不調対策として導入
○４億未満の特定工種 等

150件 57件 88件 10件 88件 14件

４億円以上の工事に適用
ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方式によるべき必要を認めた工事
・20.2 億円未満の下記工事（※）に限定して、当面の間、原則と
して価格落札方式を試行。ただし、特別の事情（技術的に高難
度、特異な現場条件等）が認められる場合は、これまでと同様、
総合評価落札方式による
※当面の間、価格落札方式により落札者を決定する工事：　土
木（下部工）工事 ・ PC 上部工工事 ・ 舗装（改良）工事 ・ 建築工
事

左記に同じ ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

（独）国立文化財機構
九州国立博物 一般競争入札　250万円以上 1件 0件 1件 0件 2件 0件 ２億円以上 ２億円以上 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

○条件付一般競争入札  250万円以上20.2億円
○一般競争入札           20.2億円以上

7件 7件 13件 13件 12件 12件 原則250万円以上 原則250万円以上 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

（独）都市再生機構　九州支社 ○5千万円以上は詳細条件審査型一般競争
○5千万円未満は工事希望調査による指名競争

58件 28件 43件 12件 43件 10件 原則5千万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

（独）水資源機構　筑後川局
一般競争入札　250万円以上 48件 28件 57件 50件 件数未定 件数未定 250万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

(独)石油天然ガス・
金属鉱物資源機構 九州支部

○一般競争入札　　250万円以上
○工事希望型指名競争入札　予定価格が6,000万円未満で必要と認めら
れるとき
○指名競争入札　　100万円以上

58件 0件 64件 0件 70件 未定 　　　　　－ 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　九州大学 ○一般競争入札
　予定価格250万円超の工事で実施

87件 35件 63件 22件 件数未定 件数未定 ○予定価格８千万円以上の工事で実施 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　福岡教育大学
一般競争入札　250万円以上 19件 4件 7件 1件 7件 3件 ５，０００万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　九州工業大学
一般競争入札　250万円以上 25件 3件 11件 10件 15件 4件 予定価格２千万円以上の工事で実施 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　佐賀大学
一般競争入札　250万円超 26件 7件 33件 17件 件数未定 件数未定 ５千万円超 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　長崎大学
一般競争入札　250万円以上 61件 18件 49件 3件 40件 3件 ４，０００万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　熊本大学
一般競争入札　250万円以上 34件 14件 35件 12件 件数未定 件数未定 3,000万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　大分大学
一般競争入札　250万円超 28件 8件 30件 13件 件数未定 10件程度 1,000万円以上 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　宮崎大学
一般競争入札　250万円以上 37件 5件 43件 5件 件数未定 件数未定 原則１億円以上の工事 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎

国立大学法人　鹿屋体育大学
一般競争入札　250万円以上 10件 3件 5件 5件 件数未定 5件 対象金額を定めず適宜選定している 未定 ○ ◎ B ◎ ○ ◎ B ◎
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●平成２７年度総合評価方式の実施目標

全発注予定件数 １４６件

内総合評価件数 １４６件

評 価 方 法 標準Ａ -Ⅰ型 技術提案及び配置技術者ﾋｱﾘﾝｸﾞ評価

企業評価（VE提案の完成時評価、不正又は不誠実な行為等、地元企業活用）

標準Ａ -Ⅱ型 技術提案評価

企業評価（VE提案の完成時評価、不正又は不誠実な行為等、地元企業活用）

標準Ｂ型 企業評価 （優良工事表彰実績、表彰実績、工事成績、地域貢献、手持ち工事
量、不正又は不誠実な行為等）

技術者評価 （資格取得後の経験年数、保有資格、工事の施工経験、優良工
事表彰実績、表彰実績、続教育への取り組み等）

技術提案評価
簡易Ⅰ型 企業評価 （優良工事表彰実績、表彰実績、工事成績、地域精通度、地域貢献、

手持ち工事量、不正又は不誠実な行為等）
技術者評価 （資格取得後の経験年数、保有資格、工事の施工経験、優良工

事表彰実績、表彰実績、続教育への取り組み等）
技術提案評価

簡易Ⅱ型 企業評価 （優良工事表彰実績、表彰実績、工事成績、地域精通度、地域貢献、
当該地域内での施工実績、手持ち工事量、不正又は不誠実な行
為等）

技術者評価 （資格取得後の経験年数、保有資格、工事の施工経験、優良工
事表彰実績、表彰実績、当該地域内での施工実績、継続教育
への取り組み等）

１．九州農政局における平成２7年度の取組み

平成２７年度：２５０万円以上の工事で実施

２．市町村への総合評価方式の導入支援

●補助金交付決定通知書に品確法遵守の付記

●各種研修会に出向き市町村職員等への総合評価の啓発

支援機関：土地改良事業団体連合会

市町村

公共工事の品質確保に関する協議会

土地改良技術事務所 九州農政局 県

支援 相談等

支援依頼支援

連携 連携

資料・情報提供
指導助言

市町村支援の概要

指導助言・監督

6
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◆ 平成２３ ２６年度契約実績 H27.5.19作成

区分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 備考

① 一般競争入札（総合評価落札方式） 9 3 8 13
平成26年度以降は，実績評価型総合評価
を導入し，1,000万円以上を対象

② 一般競争入札（最低価格落札方式） 33 42 20 17

③ 随意契約 0 0 1 1 少額随契（予定価格250万円以下）を除く

④ 計 42 45 29 31

⑤ 総合評価実施率（①／④） 21.43% 6.67% 27.59% 41.94%

① 公募型プロポーザル 0 2 0 0

② 簡易公募型プロポーザル 0 0 0 0

③ 簡易公募型プロポーザル（拡大） 1 0 1 0

④ 標準型プロポーザル 0 0 0 0

⑤ 一般競争入札 0 2 4 2

⑥ 随意契約 0 0 0 0 少額随契（予定価格100万円未満）を除く

⑦ 計 1 4 5 2

⑧
公募型実施率
（（①＋②＋③＋④）／⑦）

100.00% 50.00% 20.00% 0.00%

◆ 平成２７年度の取組目標

　　　　工事案件について，平成27年度は，平成26年度に引き続き，予定価格1,000万円以上を対象とする。（件数未定）

工事

業者選定方式

設計

大分大学における平成２６年度の取組事例

7
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宮崎県における総合評価落札方式の主な種類

簡易型

特別簡易型

地域企業育成型

・技術的工夫の余地が比較的小さい工事で適用
橋梁上下部工工事、トンネル工事等

・簡易な技術提案を求める、ヒアリングの実施

・技術的工夫の余地が小さい工事で適用
道路改良工事、河川工事、法面工事等

・施工実績や工事成績、ボランティア等を評価
（企業、技術者）

・地域企業としての建設業者の育成
を主眼とした型式（小規模工事が対象）

・県工事成績、本店所在地、地域貢献度
（企業のみ）
・受注制限の設定

《宮崎県独自》

宮崎県における総合評価の実施件数（建設工事）

○総合評価の型式別実施件数（Ｈ２６年度契約済案件・公共３部）

標準型 簡易型 特別簡易型 小計

0 5 343 348 110 458 940 1398

0 2 34 36 39 75 144 219

0 0 42 42 13 55 60 115

0 7 419 426 162 588 1144 1732計

地域企業
育成型

総合評価
計

地域企業育成型以外

　県土整備部

農政水産部

環境森林部

総合評価
以外計 合計

○Ｈ２７年度は３部とも前年度と同数程度を実施予定

○担い手の育成・確保のための評価項目

・若手技術者（35歳未満かつ一定資格を所有）を現場代理人として配置した場合に
評価
・新規学卒者（指定学科若しくは指定校を修了）を雇用している企業について評価
（過去9年→過去10年）

○市町村への総合評価方式の導入支援

・実施、試行促進のための市町村首長の訪問、担当者への呼びかけ
・宮崎県総合評価技術委員会の活用・促進

8
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熊本市における総合評価方式の取り組みについて

熊本市では平成２２年度より 「履行確実性評価型総合評価一般競争入

札」の試行を開始し、平成２４年度から本格実施。当該方式は、入札参
加者の入札価格が履行確実性評価価格を下回った場合、評価値が低
下するのみで、失格にはならない。また書類審査及びヒアリング等も行
わない。

また、履行確実性評価価格は、以下の履行確実性評価基準額算定基
準により算出した履行確実性評価基準額を基礎として市長が定める。

なお、履行確実性評価基準額の算定基準は、最低制限基準額の算定
基準と同じ。

履行確実性評価型総合評価方式

１．入札価格が「履行確実性評価価格（税抜）」以上の場合

２．入札価格が「履行確実性評価価格（税抜）」未満の場合

評価値 ＝
技術評価点

入札価格

評価値 ＝
技術評価点

履行確実性評価価格（税抜）＋（履行確実性評価価格（税抜）－入札価格）

評価値算出式

評 価 値

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

6065707580859095100

入札価格（百万円）

評価値変動例

履行確実性評価価格（税抜）
（最低制限価格と同価格）

最低制限価格を設けた場合、「失格」となる。⇒

履行確実性評価型総合評価方式では、価格と品

質を総合評価していることから落札も可能である。

熊本市における総合評価方式の取り組みについて

9
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※総合評価一般競争入札件数推移（建設工事）
⇒ 平成１９年度： ２件 ⇒ 平成２０年度： １０件 ⇒ 平成２１年度： １９件

⇒ 平成２２年度： ４９件 ⇒ 平成２３年度：１０２件 ⇒ 平成２４年度：２２9件（本格実施開始）

⇒ 平成２５年度：２１４件 ⇒ 平成２６年度：２２３件

熊本市における総合評価方式の取り組みについて

ランク

1,000万円以上

その他工事 4,000万円以上 1,000万円以上

造園工事 A 4,000万円以上 1,000万円以上

水道施設工事
A 5,000万円以上 2,500万円以上

B 2,000万円以上

舗装工事
A 3,000万円以上 2,000万円以上

B 1,500万円以上 1,000万円以上

電気工事 A 3,000万円以上 1,000万円以上

管工事 A 3,000万円以上 1,000万円以上

C 1,500万円以上 1,000万円以上

建築一式工事
A １億6,000万円以上 8,000万円以上

B 4,000万円以上 1,000万円以上

業種 発注標準額（総合） 発注標準額（一般）

土木一式工事

A 7,000万円以上 5,000万円以上

B 3,000万円以上 2,000万円以上

特定の業種だけでなく、様々な業種及びランクに
ついて総合評価方式を実施することで、あらゆる
業種の建設業者の技術力向上に対するモチベー
ションを高め、建設業者の育成に貢献することを
目的としている。

平成２７年度 ２００件実施予定
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1

ＵＲ都市機構（九州支社）における公共工事の品質確保に係る取組み

平成24～26年度の契約実績及び平成27年度契約予定（総合評価方式の取組み状況）

H24 H25 H26 H27（予定）

全工事件数 27 件 58 件 43 件 43 件

詳細条件審査型一般競争入札
（総合評価落札方式） 適用 13 件 28 件 12 件 10 件

総合評価方式 適用率 48.1 ％ 48.2 ％ 27.9 ％ 23.2 ％

【参考】
不調・不落件数 2 件 6 件 10 件 －

2

ＵＲ都市機構（九州支社）における公共工事の品質確保に係る取組み

これまでの不調・不落対策等に係る取組み

発注時期の平準化を図るとともに、できるだけ年度の早い時期に発注手続きを

進める
発注時期の調整

工事地域、発注時期等に応じ、工事内容及び工事単位等の検討を図る発注内容の精査

工事種別等に応じて工事参加要件（工事実績等）の見直しを図る参加要件の見直し

新たな（平成27年度からの）不調・不落対策等に係る取組み

【フレックス工期による契約方式の試行実施】

フレックス工期による契約方式 ：

受注者が一定の期間内で工事着工日を選択することができ、これを手続き上、明確にした契約方式

で、受注者においては、技術者の配置期間を柔軟に設定することが可能となる。

平成27年度実施件数（予定） ： 5件程度を試行的に実施予定

【フレックス工期による契約方式の試行実施】

フレックス工期による契約方式 ：

受注者が一定の期間内で工事着工日を選択することができ、これを手続き上、明確にした契約方式

で、受注者においては、技術者の配置期間を柔軟に設定することが可能となる。

平成27年度実施件数（予定） ： 5件程度を試行的に実施予定

11
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発注タイプ別契約件数

平成２６年４月～平成２７年３月契約分
年度別発注

九州地方整備局

〔港湾空港部除く〕

１．平成２６年度における総合評価実施状況【工事】

0.5% 0.1%

8 1

99.5% 99.9%

1,641 1,120

0.1% 0.0%

2 0

1.9% 2.9%

32 33

16.3% 4.7%

268 53

81.2% 92.2%

1,339 1,034

100.0% 100.0%

1,649 1,121

平成２５年度

価格競争

一般競争入札（総合評価方式）

合計

平成２６年度

技術提案評価型（Ｓ型）

施工能力評価型（Ⅰ型）

施工能力評価型（Ⅱ型）

簡易型1
3



・調査基準価格の改定（平成２５年５月）により、落札率は上向き傾向となっている。

平成１８年４月～平成２７年３月契約分落札率の推移

九州地方整備局
１．平成２６年度における総合評価実施状況【工事】

平成18年12月8日手続き
開始より施工体制確認型
を試行開始

平成20年4月1日公告より
調査基準価格の見直し

平成20年12月15日手続き開始より
・一千万円を超える工事全てで施工体制確認型を実施
・追加資料未提出によるペナルティの廃止

平成21年4月3日公告より
調査基準価格の見直し

平成23年4月1日公告より
調査基準価格の見直し

平成25年5月16日公告より
調査基準価格の見直し

平成24年10月1日公告より技
術提案評価型（二極化）の実施

1
4



平成２５・２６年度 各試行の実施状況 九州地方整備局

各試行工事の実施状況

12 地元企業活用評価型 H21年度より
大手企業に発注する工事で地元企業の下請け活用や資材等の地元
企業からの調達を図るため、総合評価方式で地元企業からの活用
について評価を行う

2 施設・設備等の実費計上 H26年度より
（H26.8.26記者発表）

11 一括審査方式
H25年度より

（H26年度一部改正：
H26.10.15記者発表）

複数工事の発注が同時期に予定されている場合、競争参加者から
の技術資料（技術提案）の提出は１つのみとし、発注者・競争参
加者双方の業務負担の軽減を図る

女性技能者の現場配置を積極的に取り組み、施工に従事したこと
が確認できた場合に工事成績で加点を行う

9
技術提案評価型
（分任官Ｓ型）

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

3

安心で働きやすい環境づくり（家事・育児・介護等）の取り組み
を総合評価で加点する

7 技術者の現場環境の充実 H26年度より
（H26.8.26記者発表）

女性が働くために必要となる施設・設備等（女性専用トイレや女
性専用更衣室等）の実費計上を行う

女性技能者の現場従事に
対して工事成績で加点

H26年度より
（H26.8.26記者発表）

10
施工能力評価型
（施工計画評価型）

－ 17工事 17工事

5工事5工事

－ 3工事

3工事－

若手技術者配置評価型

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

分任官工事において、現場特性や工事目的物の特性に応じた技術
提案を求める

分任官工事において、競争参加者の技術者、企業の評価に加え、
施工計画の評価を行う

3工事－－

分任官工事（土木系工事）のうち技術的に高度でない工事で試行（H26.10.15以降
の対象工事約20工事）

3工事

8
技術提案評価型
（課題提案型）

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

対象工事

試行実施件数

対象工事

試行実施件数

若手技術者を対象とする試行工事であるため、各事務所１工事（約20工事）程度を
目標（分任官工事のうち技術的に高度でない工事）

分任官工事のうち技術的高度でない工事で試行（H26.8.26以降の対象工事約50工
事）

試行実施件数 3工事

－ －

－

本官工事において、当該工事の現地特性や目的物の構造特性を踏
まえた課題及び技術提案を競争参加者に自由に求める

若手技術者評価型

5 H26年度より
（H26.8.26記者発表）

6 現場代理人評価見直し型 H26年度より
（H26.8.26記者発表）

現場代理人または担当技術者として３５歳以下の技術者を専任配
置する場合に総合評価で資格に応じた加点を行う

現場代理人の工事実績を監理（主任）技術者と同等の評価とする

試行実施件数

対象工事

試行名 試行開始時期

4
H24年度より

（H26.8.26記者発表）

H25年度 H26年度 total

1 H26年度より
(H26.8.5記者発表）

入札参加要件における配置予定技術者監理（主任）技術者を若手
技術者（40歳以下）とする
※H24・25年度は（35歳以上45歳以下）に限定し試行

入札参加要件における監理（主任）技術者を女性技術者限定とす
る

試行概要

－ －

対象工事

1工事 1工事

8月25日以降公告する土木系工事（建築・機械・電気工事除く）で試行
（H26.8.26以降の対象工事約150工事）

8月25日以降公告する土木系工事（建築・機械・電気工事除く）で試行
（H26.8.26以降の対象工事約150工事）

～H24年度

5工事 6工事 17工事

女性技術者配置型

43工事 9工事 7工事

本官工事（土木系工事）で試行（H26.10.15以降の対象工事5工事）

分任官工事（土木系工事）のうち構造物等の工事で試行（H26.10.15以降の対象工
事7工事）

6工事

－

－

59工事

6組（16工事）6組（16工事）－－

3工事

－－

－ － 96工事 96工事

140工事140工事

－ － 140工事

試行実施件数

対象工事件数

試行実施件数

対象工事件数

監理（主任）技術者を女性技術者とする限定工事であり、入札参加者も少ないことが
予想されることより、H26年度は道路・河川で1工事を目標

監理（主任）技術者を若手技術者（40歳以下）とする限定工事であり、入札参加者も少な
いことが予想されることより、H26年度は各事務所１工事（約20工事）程度を目標

対象工事

試行実施件数

対象工事

試行実施件数

対象工事

試行実施件数

対象工事

試行実施件数

対象工事

試行件数

試行実施件数

対象工事件数

試行実施件数

8月25日以降公告する土木系工事（建築・機械・電気工事除く）で試行
（H26.8.26以降の対象工事約150工事）

140工事

H26年度より技術提案（簡易な施工計画）を評価する工事で試行（H26.10.15以降
の対象工事約30工事）

一般土木（Ｂ）、ＰＣ（セグメント桁除く）、建築工事のすべてで実施

13 週休2日モデル工事
受発注者双方が工程調整を密に行うことにより、原則、週休2日を
確実に取得する

H2６年度より

試行実施件数 － － 2工事 2工事

対象工事件数 適宜選択

道路で実施

1
5



九州地方整備局平成２７年度 各試行の実施予定
各試行工事の実施予定

一般土木(B)、PC（セグメント桁除く）、建築(B)工事で
試行

難易度の高い工事で試行（各事務所２件程度を目標）

難易度Ⅱ以下の工事で適用（各事務所２件程度を目標）

技術提案（簡易な施工計画）を評価する工事において試
行

難易度Ⅱ以下の工事で試行（各県１件程度を目標）

土木系（建築・機械・電気工事除く）工事で試行

土木系（建築・機械・電気工事除く）工事で試行

一般土木・維持修繕工事のうち難易度Ⅱ以下の工事で試
行（各事務所1件程度を目標）

一般土木・維持修繕工事のうち難易度Ⅱ以下の工事で試
行（各事務所２件程度を目標）

本官工事で試行

H26年度の試行結果を分析し、評価基準等の見直しを再
検討後に実施予定

11 地元企業活用評価型
大手企業に発注する工事で地元企業の下請け活用や資材
等の地元企業からの調達を図るため、総合評価方式で地
元企業からの活用について評価を行う

H21年度より

10 一括審査方式
複数工事の発注が同時期に予定されている場合、競争参
加者からの技術資料（技術提案）の提出は１つのみと
し、発注者・競争参加者双方の業務負担の軽減を図る

H25年度より
（H26年度一部改正：
H26.10.15記者発表）

9
施工能力評価型
（施工計画評価型）

分任官工事において、競争参加者の技術者、企業の評価
に加え、施工計画の評価を行う

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

8
技術提案評価型
（分任官Ｓ型）

分任官工事において、現場特性や工事目的物の特性に応
じた技術提案を求める

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

7
技術提案評価型
（課題提案型）

本官工事において、当該工事の現地特性や目的物の構造
特性を踏まえた課題及び技術提案を競争参加者に自由に
求める

H26年度より
（H26.10.15記者発表）

6 技術者の現場環境の充実
安心で働きやすい環境づくり（家事・育児・介護等）の
取り組みを総合評価で加点する

H26年度より
（H26.8.26記者発表）

入札参加要件における監理（主任）技術者を女性技術者
限定とする

H26年度より
(H26.8.5記者発表）

5 若手技術者配置評価型
現場代理人または担当技術者として３５歳以下の技術者
を専任配置する場合に総合評価で資格に応じた加点を行
う

H26年度より
（H26.8.26記者発表）

4 若手技術者評価型
入札参加要件における配置予定技術者監理（主任）技術
者を若手技術者（40歳以下）とする
※H24・25年度は（35歳以上45歳以下）に限定し試行

H24年度より
（H26.8.26記者発表）

試行名 試行概要 試行開始時期 検証方針H27年度予定

適宜選定

・各試行工事と類似工事の参加業者状況
・各試行工事の類似工事の工事成績
・企業としての支援体制の実施状況
・受発注者に対して、各試行の制度設計に
対する意見や若手・女性技術者を対象とし
た試行工事については、通常工事との現場
での取り組みに変化があったか等について
アンケートを実施し分析する

12 週休2日モデル工事
受発注者双方が工程調整を密に行うことにより、原則、
週休2日を確実に取得する

H2６年度より

3
女性技能者の現場従事に
対して工事成績で加点

女性技能者の現場配置を積極的に取り組み、施工に従事
したことが確認できた場合に工事成績で加点を行う

H26年度より
（H26.8.26記者発表）

2 施設・設備等の実費計上
女性が働くために必要となる施設・設備等（女性専用ト
イレや女性専用更衣室等）の実費計上を行う

H26年度より
（H26.8.26記者発表）

1 女性技術者配置型

13 技術提案チャレンジ方
提案された技術提案(施工計画）のみ対象とする事によっ
て技術力での評価を実施する

H27年度より 適宜選定

1
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２．平成２７年度試行工事について
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九州地整 業務全体 年度別（Ｈ２４～Ｈ２６）調達方式別実施状況と推移

※データ：H24.4.1～H27.3.31迄の契約実績（５業種：土木、測量、地質、建築、補償）の全て

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

価格競争 (３６．７%) (２８．８%) (２６．２%)

６４９ ５４２ ３９９

総合評価方式 (４０．８%) (４９．７%) (５１．１%)

７２４ ９３４ ７７７

プロポーザル方式 (１９．１%) (２０．６%) (２１．８%)

３３９ ３８９ ３３２

随意契約 (３．４%) (０．９%) (０．９%)

６１ １７ １４

計 (１００%) (１００%) (１００%)

１，７７３ １，８８２ １，５２２

26.2%

28.8%

36.7%

51.1%

49.7%

40.8%

21.8%

20.6%

19.1%

0.9%

0.9%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26

H25

H24

価格競争 総合評価 プロポ 随契

(H27.3)

1,744件

（総件数）

1,522件

1,882件

３．平成２６年度における総合評価実施状況【業務】 年度別発注状況等について
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４．女性・若手技術者を登用する試行業務について
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資料－９



( )

H26.4.4

H26.5.29

H26.6.4
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http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000089.html

22
http://www.mlit.go.jp/tec/unyoushishin.html

http://www.mlit.go.jp/tec/nyuusatsukeiyakugaido.html

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000100.html

http://www.mlit.go.jp/tec/unyoushishinsoudan.html

http://www.qsr.mlit.go.jp/hinkaku/unyousisin.html
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平成26年度
平成27年度
（第１四半期）
4月～6月

合計
（実施済）

合計
（未実施）

国の機関 4 1 16 4 0 4 12

独法等 2 1 6 2 0 2 4

国立大学法人 5 4 9 4 1 5 4

県（市町村） 85 3 237 83 2 85 152

政令市 3 1 3 3 　 3 0

合計 99 10 271 96 3 99 172

九地整ＨＰへの
リンク状況

九地整ＨＰへの
相互リンク状況

発注見通しの統合公表の取り組み状況（組織別内訳集計）
平成２７年４月１日時点（予定含む）

組織名
九地整ＨＰへの
リンク状況

機関数
※県において
は市町村数
（政令市除く）

九地整ＨＰへのリンク実施状況（機関数）
※県においては市町村数（政令市除く）

4
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平成27年度
新規状況

（第１四半期）
4月～6月

（第１四半期）
4月～6月

警察庁
九州管区警察局

H27.2.5 未定 1 1 － 1 0

財務省
九州財務局

検討中 検討中 1 0 0 0 1

財務省
福岡財務支局

H26.11.28 未定 1 1 － 1 0

財務省
門司税関

未定 未定 1 0 0 0 1

財務省
長崎税関

未定 未定 1 0 0 0 1

財務省 国税庁
福岡国税局

未定 未定 1 0 0 0 1

財務省 国税庁
熊本国税局

未定 未定 1 0 0 0 1

農林水産省
九州農政局

H26.7.11 H27.1.27 1 1 － 1 0

農林水産省 林野庁
九州森林管理局

検討中 検討中 1 0 0 0 1

経済産業省
九州経済産業局

未定 未定 1 0 0 0 1

国土交通省
九州運輸局

未定 未定 1 0 0 0 1

国土交通省 海上保安庁
第七管区海上保安本部

未定 未定 1 0 0 0 1

国土交通省 海上保安庁
第十管区海上保安本部

未定 未定 1 0 0 0 1

環境省
九州地方環境事務所

H26.7.25 未定 1 1 － 1 0

防衛省
九州防衛局

検討中 検討中 1 0 0 0 1

福岡高等裁判所 検討中 検討中 1 0 0 0 1

西日本高速道路（株） H26.7.11 H27.5.20 1 1 － 1 0

(独)国立文化財機構
九州国立博物館

未定 未定 1 0 0 0 1

(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構
鉄道建設本部　九州新幹線建設局 予定なし 予定なし 1 0 0 0 1

(独)都市再生機構　九州支社 未定 未定 1 0 0 0 1

(独)水資源機構　筑後川局 H26.7.11 予定なし 1 1 － 1 0

(独)石油天然ガス・金属鉱物
資源機構　九州支部

未定 未定 1 0 0 0 1

平成27年4月1日時点（予定含む）

九地整ＨＰ
への

リンク状況 平成26年度まで

発注見通しの統合公表の取り組み状況（各機関別）

機関名
機関数
※県において
は市町村数
（政令市除く）

九地整ＨＰへのリンク実施状況（機関数）
※県においては市町村数（政令市除く）

平成27年度
新規状況

九地整ＨＰ
への

相互リンク
状況

平成26年度
まで

合計
（実施済）

未実施
機関

県ＨＰへのリンク市町村（政令市除く）状況
※国、独法等は対象外

48



平成27年度
新規状況

（第１四半期）
4月～6月

（第１四半期）
4月～6月

平成27年4月1日時点（予定含む）

九地整ＨＰ
への

リンク状況 平成26年度まで

発注見通しの統合公表の取り組み状況（各機関別）

機関名
機関数
※県において
は市町村数
（政令市除く）

九地整ＨＰへのリンク実施状況（機関数）
※県においては市町村数（政令市除く）

平成27年度
新規状況

九地整ＨＰ
への

相互リンク
状況

平成26年度
まで

合計
（実施済）

未実施
機関

県ＨＰへのリンク市町村（政令市除く）状況
※国、独法等は対象外

国立大学法人　九州大学 H26.11.28 H26.12.1 1 1 － 1 0

国立大学法人　福岡教育大学 H27.4.10 H27.4.10 1 0 1 1 0

国立大学法人　九州工業大学 H27.2.5 H27.3.2 1 1 － 1 0

国立大学法人　佐賀大学 H26.7.11 未定 1 1 － 1 0

国立大学法人　長崎大学 未定 検討中 1 0 0 0 1

国立大学法人　熊本大学 未定 検討中 1 0 0 0 1

国立大学法人　大分大学 H26.12.15 H27.1.22 1 1 － 1 0

国立大学法人　宮崎大学 検討中 検討中 1 0 0 0 1

国立大学法人　鹿屋体育大学 未定 未定 1 0 0 0 1

福岡県 H26.5.15 未定 59 1 0 1 58 福岡県 -

佐賀県 H26.5.15 H27.1 21 15 0 15 6
佐賀県、佐賀市、唐津市、鳥栖市、多久市、伊万里
市、武雄市、鹿島市、小城市、嬉野市、基山町、玄
海町、江北町、白石町、太良町

-

長崎県 H26.5.15 H26.8.22 22 20 0 20 2

長崎県、長崎市、佐世保市、島原市、諫早市、大村
市、平戸市、松浦市、対馬市、壱岐市、五島市、西
海市、雲仙市、南島原市、長与町、時津町、東彼杵
町、川棚町、波佐見町、新上五島町

-

熊本県 H26.5.15 予定なし 45 13 2 15 30
熊本県、八代市、上天草市、益城町、山都町、天草
市、山鹿市、菊池市、宇土市、南関町、宇城市、和
水町、甲佐町

玉名市、氷川町

大分県 H26.5.15 予定なし 19 14 0 14 5
大分県、大分市、別府市、津久見市、竹田市、豊後
高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国
東市、姫島村、日出町、九重町

-

宮崎県 H26.5.15 H26.9.18 27 19 0 19 8

宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林
市、日向市、串間市、西都市、三股町、高原町、高
鍋町、新富町、西米良村、木城町、都農町、門川
町、美郷町、五ヶ瀬町

-

鹿児島県 H26.5.15 未定 44 1 0 1 43 鹿児島県 -

北九州市 H26.5.15 未定 1 1 － 1 0 北九州市

福岡市 H26.5.15 H26.7.14 1 1 － 1 0 福岡市

熊本市 H26.5.15 未定 1 1 － 1 0 熊本市
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発注予定情報について

九州地方整備局ＨＰ

ここをクリック
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